
第33回中四国サミット 

日 時  令和６年10月15日（火） 

15：00～16：30 

場 所  ＪＲホテルクレメント徳島 

     「クレメントホール中」 

 

 

○司会（上田徳島県企画総務部長） 

それでは定刻となりましたので、ただいまから第 33回中四国サミットを開催いたします。 

私はこの会議の進行役を務めさせていただきます徳島県企画総務部長の上田でございます。ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

開会に当たりまして、開催県であります徳島県知事の後藤田正純よりご挨拶申し上げます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。皆様お疲れ様でございます。ようこそ、中四国サミットに、この徳島県にお越しをいただ

きまして、本当にありがとうございます。今日はくしくも解散総選挙の告示日ということで、大

変、皆さんもいろいろあちらこちらからお声がかかったんではなかろうかなと思いますが、本当

にわざわざ遠いところ、本当にありがとうございます。 

石破内閣が誕生いたしまして、本当に地方創生、これからの数年が正念場と、こういうことであ

りますし、四半世紀後には我が国の人口が３割減少すると、私ども地方はさらにスピードが加速

していることを実感しているところです。そういった中でも、１人当たりの生産性を高め、また魅

力度、そして安心度、こういったものを高めていくためにも、これからも一致協力して中四国から

しっかりと国に訴えながら、そしてまた世界とも、インターナショナルという「国と国」同士のみ

ならず、インターローカルで「ローカル同士」で繋がっていく。そんな国際化もともに目指してい

き、また海外展開でも、横の連携をしっかりしていくことによって、相乗効果が出るものと、こう

いうふうに考えているところでございます。 

特にいつも、全国知事会でも申し上げていますが、九州さんがね、非常に、九州新幹線といい、

また福岡における天神地区の、この前も私ども徳島の九州県人会をやらせていただきまして、服

部福岡県知事、高島福岡市長とも、お会いしたわけでございますけれども、天神ビックバンは 2027

年までに 70棟の建物が民間資本で建てかわり、東京を抜いて地価上昇率トップになるとか。また、

熊本のＴＳＭＣはもちろんでありますが、長崎のアリーナ、佐賀のアリーナ等々、本当にすさまじ

い成長ぶりでございます。そういう意味でも、中四国、そして関西の三千数百万のこの経済圏を、

一緒になって、また皆さんと動かしていただければありがたいと、このように思っております。 

本日はその中でも、防災、特に強靱化だとか、レジリエンスにつきまして。また観光だとか、ま

た地域交通。こういった課題。そしてまた、環境問題、ＧＸ。そして医療、健康などの、７つのテ

ーマから 11の議題をご議論いただき、それぞれ共同アピールを取りまとめさせていただきたいと、

このように思っております。何とぞ皆様方のご協力と、またご指導を賜りますようお願い申し上

げ、歓迎と、改めて御礼のごあいさつとさせていただきます。本日は本当にありがとうございま



す。よろしくお願いします。 

 

○司会（上田徳島県企画総務部長） 

後藤田知事ありがとうございました。また、本日開催に当たりまして、石破内閣総理大臣からメ

ッセージをいただいております。以下、読み上げさせていただきます。 

 

第 33 回中四国サミットの開催を祝し、心よりお慶び申し上げます。中国、四国地方の県

知事・経済団体代表の皆様方におかれましては、日ごろから地域の発展にご尽力いただいて

おりますこと、心から感謝申し上げます。 

本日は、「人口減少対策」や、「持続的な賃上げの実現」などについて議論されると伺って

おります。 

石破政権においても皆様と一緒に、地方創生にしっかりと取り組む所存であり、本日の会

議が実り多いものとなりますようご期待いたします。 

 

以上でございます。 

続きまして議長の選出に移らせていただきます。当サミットの議長は慣例によりまして開催県

の知事が務めることとなっております。徳島県の後藤田知事が会議の進行を務めることとしてよ

ろしいでしょうか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○司会（上田徳島県企画総務部長） 

ありがとうございます。それでは後藤田知事よろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

改めて議長を務めさせていただきたいと思います。今日はよろしくお願いいたします。 

そして先ほどは神山まるごと高専へ、湯﨑知事そして村岡知事にもご視察をいただきまして、

また神山町の様々な取り組みについてのお話もお聞きいただき、ありがとうございます。また中

国経済連合会の芦谷会長、また四国経済連合会の長井会長にも、ご同行いただきました。本当にあ

りがとうございます。 

そしてお手元に実はちょっと今、お土産を置かせていただいてます。これは１つがハンカチ。あ

とで持って帰るときには、ぜひこれをポケットの中にしまっていただきたい。これは、実は上勝町

という、葉っぱビジネスや「いろどり」という映画とかでも有名になったところで作られた、木で

できたハンカチでございます。木の繊維を糸にして作られたものであり、ＳＤＧｓの最先端とい

うことで、実は万博のドクターチームの白衣にも採用されました。また、いろいろお使いいただき

たい。 

そしてサニタイザー。これは消毒液なんですけど、日本の場合では筒状の形が多く、いつも「蓋



をなくしてしまう」という「あるある」があるんですが、これはアジアのタイの大使にいただい

て、この形いいねって話になって、こんなものを作りました。実は、アルコールにプラスゆずの含

有量が相当高く含まれておりまして、いい香りになっております。 

ちょっと会議の前に、環境などの観点からＰＲもさせていただきました。 

本日は 16 時 20分までをめどに各項目の意見交換を行わせていただきまして、16 時 30 分から、

共同記者会見ということで、その後に終了と、こういう段取りでお願いをしたいと思います。それ

では早速始めさせていただきたいと思います。 

まず、第１番目の、防災・減災、国土強靱化の推進についてでございます。どなたからでも結構

ですので、挙手をお願いできればありがたいと、このように思っております。 

はい。池田香川県知事お願いします。 

 

○池田香川県知事 

ありがとうございます。後藤田知事はじめ徳島県の皆様には、今回の準備本当にありがとうご

ざいます。 

国土強靱化についてでありますけれども、今年も皆様方のところでも、大雨の災害もあったの

ではないかと思います。香川県はもともと、そういう水害が非常に少ない地域ではありますけれ

ども、やはり今年の夏は線状降水帯が局部・局地的に発生するなどして、二度にわたって床上浸水

の被害が、大規模ではありませんでしたけれども起こりました。 

そしてこういう水害の被害に共通しているのが、中小河川の内水氾濫というものが、あちこち

で発生し、その対策が重要になっておりますけれども、この国土強靱化の予算化がされてもう数

年になりますけれども、これで一番進んだのが、中小河川の浚渫、樹木の伐採、これによる流下能

力の向上、これはこの国土強靱化予算がない時代にはほとんど予算化がされなくて放置されてい

たと言っても過言ではないようなことでしたけれども、この仕組みができて、かなり進んできて

おります。 

これによって、もしそれをやってなかったらもっと被害が出たな、というようなことも感じる

ところでありまして、まさにこの国土強靱化予算、来年度が最終年度になっているんですけれど

も、もう、前倒しでいろいろ執行がされたこともあるので、来年度を初年度とする、今度は法定計

画に基づく中期計画の作成、これがもう必須であるということを、新しい政権にももう一度、中四

国の知事で力合わせて、訴える必要があるというふうに思います。 

その際、やはり資材高、物価高がありますので、前と同規模では結果的には進むスピードは加速

化ではなくて減速しますので、そういった面も加味して、前の５ヵ年よりも、規模の大きなものが

必要であると思います。先日国土交通省に要望した際も、今財政当局と調整しているけれども、非

常に厳しい状況もあるので地方からの声はもう必須だというお話も聞いて参りました。ぜひこの

知事会でも、声を揃えて、訴える必要があると思いますので、何とぞよろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。池田知事ありがとうございます。続きまして濵田知事よろしいでしょうか。 

 



○濵田高知県知事 

本日は徳島県の皆様に後藤田知事を初めといたしまして、会議ホストいただきましてありがと

うございました。 

国土強靱化の問題に関しまして、アピールの文案には全面的に賛成でございます。ただいま池

田知事からもお話ございましたけれども、特に高知県の立場からしますと、南海トラフ地震が切

迫していること、また今年の年初の能登半島地震を見ますと、この国土強靱化が来年度で５ヵ年

の最終年度でありますけれども、今までの延長線では、ペースがとても足りないと思っています。

この機会に、ペースを大幅に加速化しないといけない。道路の耐震化の強化、或いは水道の耐震化

の強化、こういったものが必要だと思っておりますので、そのためのペースアップをするために

も実施中期計画次期計画を前倒しで、今年末には策定をして、令和７年度はその初年度という形

で、今までと大きく飛躍的に加速した予算の確保を図らないといけないのではないかという問題

意識を持っております。 

その際にこの整備新幹線、或いはリニア新幹線につきましても、今、国土強靱化の基本計画には

位置付けられているようですが、この中期計画のレベルにはまだ、位置付けができていないと伺

っております。この大規模災害時の代替輸送ルートとしても新幹線、リニアが大きな意味を持ち

ますから、この次の実施中期計画には新幹線、リニアも位置づけるという視点も含めて、力を合わ

せて取り組む必要があると思っております。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。はい。それでは亀井鳥取県副知事さん。 

 

○亀井鳥取県副知事 

はい。ありがとうございます。本日は後藤田知事様はじめ徳島県の皆様には、このような会を設

定していただきまして、ありがとうございます。感謝と敬意を表したいと思います。 

アピール文には全面的に賛成でございます。これまでご発言いただいた内容のとおりだと思い

ますので、特に来年度スタートになります国土強靱化実施中期計画については、しっかりと政府

の方に計画を立てていただき、必要な予算を確保していただきたいと思います。 

鳥取県でも昨年度、鳥取市内で大きな災害がありまして、その復旧復興にかなり時間を要して

いるわけでありますけれども、これまでの強靱化の施策で護岸の整備など進めたおかげで、実は

かなり増水したんですけれども、護岸から漏れることなく、川の中で収まった。かなり護岸を削っ

たりしたんですけれども、そういった状況がございます。 

今、災害が激甚化、頻発化してきておりますので、これまで以上にしっかりと強靱化の予算を確

保しないと、自然の前に追いつかないということが出てこようかと思いますので、そこはしっか

り対応していただきたいと思います。 

そしてこのアピール文の３ページ目のところで、大きな３番で日本海側の津波観測点の増設な

ど、盛り込んでいただいていますが、この度の能登半島の地震のときに、それまでは比較的日本海

側では津波が起きないと言われてたんですけれども、実際津波が起きて、能登半島に被害も生じ

ております。実は太平洋側に比べて日本海側の方は今、津波の観測点というのが極めて少ない。そ



ういった状況でありまして、鳥取県で言いますと２ヶ所しか観測点が設定されていないという状

況ですので、この辺はしっかりとこれから観測点を増やして、日本海側の津波というのはどうも

浅いところで起きるっていうことで、太平洋側とは違う波の動きをするようでありますので、そ

の点を踏まえて、日本海側の方での津波にしっかり対応していただきたいと思うところです。以

上です。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。はい。愛媛県副知事さん、お願いいたします。 

 

○菅愛媛県副知事 

はい。ありがとうございます。後藤田知事はじめ徳島県の皆様方にはご準備方、本当にありがと

うございました。 

愛媛県の方からは、能登半島地震で被災地派遣職員の報告等から、我が県も同じ半島というと

ころがございまして、中山間地域でありますとか、そういったところに関する問題意識を持って

おります。 

防災・減災の推進につきまして、今回の補正予算でトイレカーでありますとか、水循環シャワ

ー、衛星インターネット通信機といったものも整備させていただきます。 

こういったものが実は、被災地で非常に効果的だったという報告を受けておりまして、それを

機に今回整備しようということになったわけでございます。 

こういった災害時の応急復旧活動に効果的な防災装備品につきましては、国の方が主体となっ

ていただきまして、できれば全国一律で整備することによって、被災したところに応援に行ける

とか、そういった形のものができるのではないかと思っておりますので、全国一律の整備をお願

いしたいと考えております。 

そして、国土強靱化につきましては皆様方と歩調を合わさせていただきまして、国の方に強力

に要望していきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございました。他にはございますか。はい。 

会議資料１－１にあります、原案にもあります通り、国土強靱化、そしてまた防災・減災の推

進。そして日本海側の観測点ということは、もう非常に新しく中四国ならではだと思います。また

水害においては、中四国、頻発してきましたが、これも全国で起こるようになった。これは気候変

動の影響だと思います。また加えて南海トラフ地震、今お話あったように、日本海側だとまた違う

形の、っていうことでございます。 

さらには愛媛県さんもお話いただいたように、私も全国知事会でもいつも申し上げております

が、防衛装備品のように、防災装備品というものを、いわゆる今の緊防債で市町村に任せるだけで

はなくて、国、そしてまた我々広域行政がしっかりと率先して、お互い融通し合える、こういった

体制を整えるべく、国の方も防災省に関する議論の中でそういった検討もやっていただいている

と思います。 



皆さんとともにこの原案の通り採択をして、しっかりとアピールしていきたいと、このように

思っておりますが、この原案通り採択いただいてよろしいでしょうか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。それでは防災・減災、国土強靱化についてご了承いただきまし

た。 

続きまして第２番目の議題でございます。地域経済の活性化に向けた広域的な観光連携の推進、

そしてまた高速交通ネットワーク及び地域交通の整備充実についてご議論をお願いしたいと、こ

のように思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

まず、中国経済連合会さん、四国経済連合会さん、地域経済ということでございますので、それ

ぞれお願いできればと思います。それでは、芦谷会長から。 

 

○芦谷中国経済連合会会長 

中国経済連合会の芦谷でございます。まずもって後藤田知事はじめ、徳島県の皆様方には、今回

の中四国サミットの開催に際しまして、多大なるご尽力をいただいたことに対して感謝を申し上

げます。また我々経済界もこの場に参加させていただいたことに対しても、改めて感謝を申し上

げます。ありがとうございます。 

私の方から２点、広域観光振興についてということで、いよいよ来年大阪・関西万博を始め、ま

たこの地域においては瀬戸内国際芸術祭や、それから世界バラ会議福山大会といった国際イベン

トが開催されるということで、これを１つの契機に、中四国のインバウンド拡大につなげること

が非常に重要だと考えております。したがいまして今回の共同アピールについては大いに賛同を

するところでございます。現在インバウンドにつきましては、どちらかといえば東京・関西などが

中心となっておりまして、地域への誘客と観光消費額の拡大を図るには、その地域でしか体験で

きないサービスの創出・提供が非常に重要だと我々感じておるところでございます。 

中四国地域においては、瀬戸内海の多島美であるとか、当地域ならではの歴史文化など、多様な

資源が数多く存在しておると思っております。これらの観光資源を楽しむクルーズや、それから

サイクリングの振興、伝統文化に触れることができる観光コンテンツの開発、充実を図っていく

ことが非常に重要であると考えております。 

こうした観光振興への支援や、インバウンド受け入れに関する環境整備については、今後も官

民連携をして取り組んで参りたいと思っておりますので、引き続きよろしくお願いをしたいと思

います。 

次に２点目、高速交通ネットワーク整備の促進についてでございます。今年の正月早々、能登半

島の地震、夏には豪雨災害、そして日向灘沖の地震により発表されました南海トラフ地震臨時情

報など、今、激甚化する災害に対し、防災・減災への関心が非常に高まっておるところでございま

す。こうした災害の状況下でも、命と暮らしを守り、社会経済活動が停滞しにくいレジリエントな



地域づくりを支える交通インフラの強靱化が一層重要になってきていると感じておるところでご

ざいます。また、人口減少と高齢化が進むこの地域が、今後、持続的な産業振興を図り、地域の変

革と成長を確かなものにするためには、広域連携の促進と交流人口の拡大、効率的な経済活動の

基盤となる高規格道路ネットワークなど、交通インフラの早期整備が不可欠だと考えております。

中経連といたしましても、災害に対する危機管理、地域経済の活性化に向けて、１日も早い山陰道

のミッシングリンク解消、山陽道のダブルルート化を促進し、中国地域の自立的発展に資する強

靱な高規格道路ネットワークの実現に努力して参りたいと考えております。 

引き続き高規格道路を含む社会基盤の整備促進に向けて、国へ要望活動を実施して参りたいと

思っておりますので、各地域でのこれまでの道路整備による効果を示しながら、官民挙げて強く

訴求していく必要があると考えておりますので、引き続きよろしくお願いをいたします。私から

は以上でございます。ありがとうございました。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。芦谷会長、ありがとうございました。中国地方の現状も踏まえて、ご指摘いただきまして

ありがとうございます。 

続きまして長井会長、よろしくお願いします。 

 

○長井四国経済連合会会長 

はい。四国経済連合会の長井でございます。本日はこのような場で発言の機会をいただき大変

ありがとうございます。また視察も含め、大変勉強になりました。ありがとうございました。 

私からは観光と交通に関して発言したいと思います。まず、観光では、人口減少が加速する中

で、観光振興を通じた地域創生、地元経済の活性化は、重要な課題であり、同時に大きなチャンス

であると考えております。コロナ禍を経て、四国を訪れる観光客はインバウンド客も含めて、回復

傾向にあります。私どもも四国の自治体と経済界で魅力ある観光地域づくりについても、取り組

みを進めているところであります。 

来年は、大阪・関西万博や瀬戸内国際芸術祭も開催されます。より広域な観光振興を図っていく

上でも、国に対しては、公費、必要な支援策の継続拡充を要望していきたいと考えております。 

続きまして、交通でございます。四国には残念ながら新幹線がございません。新幹線の空白地域

であります。この四国の新幹線や四国８の字ネットワークなど、高規格の交通インフラの整備に

ついては、経済効果、利便性の観点はもとより、南海トラフ地震などへの対応力の強化、或いは復

旧の迅速化、といった観点からも、必要不可欠であります。命の道として、１日も早い実現を求め

ていきたいと考えております。 

また、地域の交通ネットワークについても、維持や確保が全国的な課題となっておりますけど

も、特に四国地域は全国よりも早いペースで人口減少が進行していることもあり、重要な課題で

あると考えております。私どもでは、全国各地の先進事例など、地域公共交通の状況を継続的に調

査報告し、地域の課題解決に向けた支援をしているところであります。 

国に対しては、ぜひ、地域公共交通を維持、確保していく上で必要な支援策の継続、拡充を要望

していきたいと考えておりますので、何とぞよろしくお願いします。私からは以上であります。 



 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございました。経済界のトップのお２人にわざわざお越しいただき、ご意見い

ただき本当にありがとうございます。 

それでは今観光の話もございました。パスポート保有率が一番高い 13.1％、広島県知事、湯﨑

さんから、何かございましたらよろしくお願いします。 

 

○湯﨑広島県知事 

はい。ありがとうございます。本日は、後藤田知事を初めとして徳島県の皆様、この会議それか

ら視察の準備に本当にお力をいただいてありがとうございました。特に神山まるごと高専に、ぜ

ひ１回行ってみたいとずっと思っていたものですから、なかなか１人で来るのは大変なんですけ

ど、非常にいい機会をいただいて、学生たちとの話の中でも大変多くの学びがありましたので、本

当に感謝を申し上げたいと思います。 

私の方からは、広域観光とそれから鉄道についてそれぞれ発言をさせていただきたいと思いま

す。アピール文についてはまず賛同の立場で、申し上げたいと思います。まずはインバウンド需要

の回復に向けた環境整備の支援というところで、ご承知のように、この観光需要というのは昨年

度、それから、今年度はさらに、急回復をしているというところでございまして、これは先ほどお

茶を飲みながらも話があったと思いますけど、グランドハンドリングの人手が足りないとか、も

うそれどころか飲食とか宿泊の皆さんの人手が足りないので、お客さんを取れないとか、本当だ

ったら、稼働率が７割とか行くのに５割ぐらいに抑えなきゃいけないとか、そんな事態が発生し

ております。観光分野において、そういう人手不足を解消していくために、やはりＤＸといったよ

うなものも非常に重要ですし、人材確保をもちろんさらにしなければいけない。それをまた育成

をしなければいけないというところで、こういった取り組みに対する国の支援を求めていきたい

と思います。 

それからもう１点は、ＤＭＯの財政基盤ということについて申し上げたいと思います。ＤＭＯ

については、もう 10年以上前から非常に重要な機能として取り組んできているところであります

けども、これも従来、観光を担っていたのが行政の中にあったりして、ただ、そうすると人材育

成、人事異動なんかで、なかなか専門性が蓄積しないという時代があったかと思うんですが、今こ

ういう時代になると、専門性をやはり非常に高めていかなければいけないというところで、ＤＭ

Ｏの役割というのがますます重要になっているかと思います。一方で今、ＤＭＯの財政基盤とい

うのは多くが構成する自治体からの負担金であるとか、或いは国費に依存しているという状況に

ありまして、財政基盤を強化して、やはり独自事業をしっかりとしていくということが非常に重

要だと思っております。 

ＤＭＯが将来にわたって安定的かつ継続的な運営を行っていくことができるように、まず１つ

の財源として考えられるのは国際観光旅客税です。これを自由度の高い財源として、ＤＭＯを含

む地方の観光振興施策に充当できるように仕組みを検討していただきたいと思いますし、税収の

一定割合は、地方に配分をしていただきたい。これは我々も宿泊税を議論していますけれども、宿

泊税を入れると、当然市や町からは、分配してほしいと言われるのと同じで、国が取るんだった



ら、地方にちゃんと分配してくださいということだと思います。それから中四国地域には、広域連

携ＤＭＯが幾つかございますけれども、観光地経営の権限、それから財源を確保できるように、地

域再生エリアマネジメント負担金制度というものがあるんですね。これは使えるんじゃないかっ

ていうのをこれずっと言ってきてるんですけども、これの主体が、これまで市町村しか駄目だと

いうことになってまして、これを少し柔軟に拡大できるように、この制度改正をしていただきた

いなというふうに考えているところでございます。 

それから鉄道についてですけれども、この皆様注目いただいてるんじゃないかと思いますけれ

ども、鉄道の再構築協議会が芸備線というところで今年の３月から全国で初めて始まっておりま

す。そうすると、これまた間髪入れずに５月には木次線という島根と繋がっている線であります

けども、これについてもあり方について相談したいというような表明も、ＪＲからあったところ

でございます。全国でいろんな話が出ているわけですけれども、全く何かこう恣意的に路線を選

んで、どんどんどんどん話を進めていくというような状況になっていまして、そもそもやっぱり

全国的にこの鉄道ネットワークをどう考えるのかということを、国がしっかりと考え方を定めて

いかないといけないんじゃないかなというふうに思っています。 

特にＪＲですね。やはり全国繋がっているのはＪＲのみなので、そういうことなしに、今のよう

に、どんどん議論を進めていこうということは、非常に危惧をするところであります。この全国的

な鉄道ネットワークのあり方の整理にあたっては、人口減少だとか高齢化というような社会環境

の変化が当然あるわけですから、それを踏まえて中山間地域の持続可能性、或いは地方創生、国土

強靱化といったような、将来の国のあり方をしっかりと見据えた、今後の交通体系のあり方を考

えなければいけませんし、その中における鉄道ネットワークをどう位置づけるのかということを

考えなきゃいけない。これはもう国しかできないことだと思います。 

ＪＲは分割民営化があったわけですけれども、その時に、やはり事業用固定資産というのを承

継していて、それで随分とビジネスを今やってるわけですね。税もすごく投入してるわけですね。

これは国民みんながＪＲを維持する形になってるわけですけども、コロナ禍のときはちょっと赤

字が増えて困ったという話もありましたけれども、今はもう非常に改善して、ＪＲ四国は大変厳

しい状況だと思いますけども、それも含めて、やはりこれまでの経緯というのがあるので、ＪＲが

どこまで自分たちの利益を使ってローカル線を維持するのかというようなことを整理をする必要

があるんだと思います。 

それからローカル線を、ＪＲはもう負担しないというのであれば、鉄道の維持を担保するため

の全国的な仕組みであるとか、国の負担のあり方ということも考える必要があると思っておりま

して、国において早期にやはり方向性を出していただきたいと考えているところでございます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます。またこの交通ネットワークについて、丸山知事からも、よろしくお願い

します。 

 

○丸山島根県知事 

はい。私の方からは高速交通の関係で、ミッシングリンクの解消について、２ページ目のところ



で、中四国地方に依然として多数存在するミッシングリンクの早期解消を図ること、そしてこう

いったことを進めるためにも、４番の３ページ目、道路関連予算の拡大といったことを盛り込ん

でいただいておりまして、全面的に賛成の立場でございます。島根県も順次この山陰道の整備を

進めていただいておりますけれども、鳥取県から山口県に至る山陰道全体の開通済み区間という

のはいまだ６割程度でございますので、整備効果を最大限に発揮するためには、全体としてこの

ミッシングリンクを早期に解消しなければいけないというふうに考えておるところでございまし

て、取り組みを皆様とともに進めていきたいというように考えているところであります。 

それから加えてＪＲの関係ですけども、実は私も三江線の廃線を経験している県なんですが、

ＪＲさんってのは時間をかけて、どんどんダイヤを悪くしていって、使いようがないようにして

いって数字を下げていくことができるんです。我々このローカル線の存廃の話だけに目がいって

るところがちょっとありますけど、実は毎回のダイヤ改正をよく見ていかないと、確実にその利

用者が減るようなダイヤ改正をですね、前回のダイヤ改正は、経営状況も加味してということで

ありましたけども、経営状況が良くなったからといって、直してくれないというようなことを放

置しますと、真綿で首を絞めるような形で、ローカル線の利用実績の数字が下がっていく、だから

廃線だと。みたいな形ができますので、これはちょっとアピールで、政府に対してやる事項であり

ませんけども、毎年のダイヤ改正をきちんとチェックしていかないと、本当に真綿で首を絞める

形で、ローカル線がなくなっていくということになりかねないので、そういう微分的なチェック

も必要だなと、いうふうに思ってるとこでございます。以上でございます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

村岡知事、山口県いかがですか。 

 

○村岡山口県知事 

はい。そうですね。まず今日は後藤田知事はじめ徳島県の皆様、本当にありがとうございまし

た。視察も参加させてもらいましたけれども、本当に意欲的な学生たちばかりで、山口県の子も行

って、生き生きとしていて、山口県でも、しっかりとこどもたちの目が生き生きするような、未来

に向かっていくような、そういう学校をどんどん作っていかなければということを改めて感じま

した。今ちょうど地方創生を石破内閣が言われてる中でですね、こういう本当に条件が厳しい地

域でも、未来に向かって、これから国を引っ張っていくかもしれないような人材が育てられるん

だというのは、すごく今日はいい、私自身も刺激を受けまして、その取組を見て心を強くしたとこ

ろでありまして、ぜひこの中四国の皆さんと連携しながらですね、これから再度、地方創生を頑張

っていければと思っています。 

そういう中で、道路の話がありましたけれども、山口県も今、丸山知事が話されていたように、

山陰道の整備、順次進んでいるところですが、だんだんと西の方に進んでいるものの、山口の方に

はまだなかなか来ておらず、今のところ２割ぐらいの供用になっております。道路は繋がって初

めて、様々な地域のポテンシャルが活きてくるわけでありますので、しっかりと整備をしていた

だきたいということを、皆様と連携して、ぜひ声を上げていきたいと思っているところでありま

す。 



それから、鉄道も同じように地域の中でその暮らしを支える、経済を支える重要なインフラで

あります。山口県もＪＲの赤字ローカル線の見直しの中で、特にこれは去年、災害で被災をして、

今運休してるところについての存廃の議論を１年以上やってますが、なかなかこれが前に進まな

いところであります。地元としても、できるだけ鉄道を残していただきたいということで、様々な

利用促進ですとか、そうしたことをこれから何が考えられるか、もう１回最大限考えてみようと

いうことでいろんな議論をしました。それで様々な、具体的な改善策を出していって、これでこれ

だけ利用が増えるんじゃないかとやっていくんですけど、それで最大伸ばしても２～３倍なんで

すね。でも２、３倍延ばしても全然黒字にならないわけです。全然赤字なので、それをやったとこ

ろで、ＪＲは、これを最大限やって、いくら楽観的なシナリオ通りにいったとしても、持続可能性

がないということを言うわけですよね。しかしそれを個別路線でやっていくと多分どこの路線も

持続可能性ないんだと思うんです。だから個別路線ごとにやっていたら絶対負けるんですよね。 

だから湯﨑知事がおっしゃったように、本当にこのネットワークとして、幹線の新幹線と、或い

は高速の特急等と、あとそのローカル線がどのように役割分担をしてですね、或いは他の交通網

とどのように役割分担をして、全国をネットワークさせていくのかっていうところの大きな議論

の中でやっていかないと、個別路線ごとだったら絶対負けるわけなんですよね。特に被災して止

まってる状況だともう、どうしようもないわけなんですよね。ＪＲがうんと言わなければ絶対再

開しないわけですので。 

なので、もちろんＪＲの四国と西日本では、状況が違うと思いますけれども、西日本なんかはも

うすでに、コロナのときは苦しかったけれども、今もう 1,000 億近いですね、黒字を出してるわ

けですよね。ローカルを支えられないわけじゃないわけでありますけれども、すでに個別の路線

ごとにやっているので、非常に地域としては苦しい状況。そういうステージに立ってるというこ

とですね。だから、やっぱり企業の論理だけじゃなくて、人の足、移動っていうのは、生活をして

いく、その地域を支えていく上で欠かせないものでありますから、やはりこれはＪＲだけに任せ

て、それぞれの地方で議論してとなるとこうなるので、国の方にやっぱりですね、鉄道なりそのネ

ットワークのあり方とはどうあるべきなのかということを、もう１回やっぱりきちんと乗り出し

ていただきたいと思いますし、まさに地方創生でも、道路もそうですし、鉄道もそうですけども、

基本的なインフラが整わないことにはですね、幾らその地域のいい資源を伸ばそうと思ったとこ

ろで伸ばせないわけですね、ベースがないと。なので、そういった議論もですね、また地方創生の

文脈でまた皆様とともに、これからできていけたらと思っております。以上です。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。経済、防災、リダンダンシー、ナショナルミニマム。こういうイ

ンフラ系は話が盛り上がるので、ちょっと時間が超過してますが、最後池田知事から、四国、そし

て新幹線。また道路局長経験として、最後ちょっと、まとめも含めてお願いできれば。 

 

○池田香川県知事 

ありがとうございます。四国地方の新幹線、中国地方にも、伯備ですとか山陰ですとか、まだや

らなければならない新幹線が残っております。そしてこれはもう、50 年間も基本計画のままでピ



タッと止まっているわけであります。そしてその 50年間の間、在来線が安全な路線になったかと

いうと、ほとんど四国で見ると、在来線のレールの状況は変わっていません。車両が改善したこと

はありますけれども、変わっていません。そうすると、先ほど濵田知事からもありました、長井会

長からもありましたけれども、大きな地震があれば、熊本のときの豊肥本線ですとか、そういった

ものと同じそれ以上の被害を受けて、豊肥本線は４年もかかって、復旧したわけですけれども、も

う同じような、それ以上の状況が予想される。 

そういったことから考えると、この四国の新幹線、中四国の新幹線については、もう１日も早

く、もう１歩早く踏み出して、調査を進め、ルートを決めて、北陸、北海道に続いて着手ができる

ように、もう準備を、今、始める時期でありますので、ぜひ、もう止まってないで、前へ進めるべ

きという声を、国に今、大きな声で届けないといけないというふうに思います。 

それと在来線ですけれども、ここのところ香川県内のＪＲ四国の、さっき丸山知事からダイヤ

の話ありましたけど、減便というのは、ＪＲ四国から発表されるんですね。これはなぜと聞いた

ら、人手不足だと。こういうことで、もうどうにもならないみたいなことになるわけですけれど

も。いやそれはやっぱりもうどんどん悪い方向へ行くことであります。ＪＲ四国の場合は、特殊会

社でありますので、事あるごとに鉄道局には、減便の話は今度しようと思っていますけれども、駅

だ何だ、すぐ無人とか、そういう話が出てくるんですけど。鉄道局からよく指導して、そういう鉄

道利用者の利便性が落ちないような経営をやるように言ってもらえないかという話をして、わか

った、指導しますとこういう返事なんですけれども、なかなかそこがもっと強い指導をすべきじ

ゃないかなというふうに思います。 

これはぜひそういった国の指導のもとで、ＪＲ各社が利便性向上に投資をする。そういうよう

な意思決定への流れにすべきだと思いますので、まず、また力合わせてそういった声も、鉄道局に

伝えていただけたらと思います。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。経済、暮らし、そして防災、リダンダンシーの観点から、鉄道、

道路のインフラ、共通の課題に基づいて、この内容でしっかりアピールしていきたいと思います

がいかがでしょうか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。それでは、ご了解いただきましてありがとうございます。 

次の課題でございますが、３番目で、海洋ごみ対策及び、カーボンニュートラルの実現に向けた

取り組みの推進について。よろしくお願いしたいと思います。 

それでは岡山県さん。いかがですか。はい。 

 

 



○笠原岡山県副知事 

ありがとうございます。岡山県でございます。冒頭でございますけども、後藤田知事はじめ、徳

島県の皆様にはこのようなすばらしい場を設定いただきましてありがとうございます。 

併せまして、冒頭、後藤田知事のご挨拶の中で、本日衆院選が始まったということでございます

けども、岡山県内でも現在、岡山県知事選を並行してさせていただいておりますので、伊原木の方

はちょっと出席できないということで残念がっておりまして、皆様によろしくとお伝えください

という話がありましたので、この場を借りてお伝えをさせていただこうと思います。よろしくお

願いいたします。 

私の方から海洋ごみの対策につきまして、アピール文に賛同の立場からお話をさせていただこ

うと思っております。皆様方同じような状況だと思いますけれども瀬戸内海自体が閉鎖性の海域

だということで、ほぼすべてと言っていいほど生活系のごみが、瀬戸内海のごみとして出ていっ

てしまっているということで、どうしてもやっぱり内陸部の対策が必要だということを意識的に

持っておりまして、我々もぜひ県内全域で発生抑制に向けた取り組みをしていかないといけない

ということでいろいろ取り組みを進めております。その中で昨年度からは、清掃ボランティアの

活動で回収したごみの運搬とか処分とかといったことについてどうしても費用がかかるんだと、

この費用について、誰か面倒見てもらえないかということがありまして、県としても、県管理の港

湾だけではなくて、県が管理しないようなところも含めて、県が全額負担する独自の制度を創設

いたしまして、回収活動の活発化を図っているところでございまして、今年の４月からも市町村

や経済団体と連携して、県全体の統一キャンペーンなども展開しているところでございます。 

それからこのエリアでは皆さん瀬戸内４県さんとご協力させていただいて日本財団様のご協力

のもとで瀬戸内オーシャンズＸの取り組みもさせていただいているところでございまして、こう

いった取り組みを引き続き活動していきたいなというふうに思っているところでございます。 

アピール文に関しましては、基本的に賛同でございまして、特に普及啓発活動全般への補助や、

河川や用水路等におけるごみの回収処理を支援する新たな制度創出、こういったものについて、

取り組みを後押しするものでございますので、ぜひ実現を強く希望いたします。以上でございま

す。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。 

それでは続きましてカーボンニュートラルも各県で様々な対策やられてると思いますが山口県、

村岡知事からまとめ兼ねてお願いします。 

 

○村岡山口県知事 

はい。ありがとうございます。山口県はですね、瀬戸内側に産業の集積がありまして、特に基礎

素材型の産業が非常に強いものがあります。先週ですね日本ゼオンが 700 億円の投資、これ山口

県の誘致した企業で一番、最大の投資額になるんですけども、新しい工場を作ることを決めてく

れました。これ何を作るかというと、ＣＯＰ、シクロオレフィンポリマーと言いますけど、いろん

なものに使われていますが、１つ大きいのは半導体の関係で、最先端の 28ナノ以下の半導体には



ほとんど使われているらしいんですけれども、何もガスが出ないプラスチック素材ということで、

非常にそれが重宝されているそうです。これも非常に需要があって、新しくその設備をどこで作

るか、海外も含めいろいろ考えたらしいんですが、結構我々もいろいろ誘致活動をしまして、山口

に決めていただいて、本当にうれしく思っているんですけれども、それもはじめとしてなんです

が、瀬戸内にですね、半導体とか蓄電池の関係の最終製品は、例えば半導体は台湾が主に押さえて

ますけど、素材とかですね、製造機器とか、世界トップシェアとかトップクラスのシェアを持って

る企業ってたくさんいろんな素材についてあるんですね。これやはり日本の強みとしてこれから

しっかり守っていかなきゃいけないかと思いますので、そういう集積をさらに進めていけたらな

と思ってるんですが、一方でこのコンビナート地域が抱えてる課題は、何といいましても今ＣＯ

２ですね。莫大な量の電気、それから熱を必要としますので、自家発電で、石炭火力等でやってい

ます。 

これをですね、今、周南地域で言いますと、アンモニアに変えていこうと、そういう動きをして

いるところです。県としてもですね、これを変えるのにやはりいろんな設備も変えなければいけ

ませんし、例えば石炭とアンモニアを当面混焼するときに本当に混燃がうまく行くのかというと

ころも企業が、実証しなければいけない。そこについても県が基金を作ってですね、補助したりと

かしながら、それに円滑に移行できるようにサポートしているんですけれども、企業としてはや

はりカーボンニュートラルにどういうふうに切り換えていくのかっていうのは、非常に重大な関

心事項でありまして、ここをしっかりサポートしていかなければいけないなと思ってます。今、周

南地区で、アンモニアサプライチェーンということでアンモニアを関係企業で融通し合って切り

換えていこうとしているんですが、これ山口県に限らず、今、愛媛県の波方ターミナルとも連携し

てやっていこうと、これ三菱商事と出光さんとか組んでですね、その両方に送っていこうみたい

なことをやっていますので、この中四国でもいろいろと連携してできることもたくさんあるんだ

ろうと思います。 

ぜひこれうまく切り換えていかなければいけないと思うんですけれども、いいましたように、

非常に莫大な、実証なり設備投資が要ったりですとか、或いは今、石炭を使ってるものからアンモ

ニアに変えるにしても水素に変えるにしても、今、非常に価格差がありますから、ここをしっかり

補填してもらわないと、全く成り立たない話になってきますので、これが円滑に移行できるまで、

しっかりと国の方から支援をしてもらうということが、不可欠であります。今年の５月に水素社

会推進法が施行されていて、これによっていろんな拠点を作ったりする補助ですとか、或いはそ

の価格差ですね、エネルギーの価格差に着目した支援をやっていこうってなっているんですが、

ただ企業の話を聞くと、全くそれが予算的に足りていなくて、非常に心もとないという状況です。 

やはりですねかなりそっちに切り換えていかなければ、これから国際社会の中で、物を売って

いけなくなるんじゃないかと危機感がある中で、非常に政府の方の、腰の入れ方、看板はいっぱい

建っているんですけど、実際のその予算としては、非常に心もとない状況でありますので、ここを

しっかりとつけてもらわないと、やはり思い切って企業としてそっちにチャレンジしていけない

ということになりますし、それは結局日本の国力といいますか、技術力とかそういったものがど

んどん海外に移っていってしまうことになるわけですね。やっぱり冒頭言いました日本ゼオンも、

海外に行くかどうかで悩んで何とか今日本に留まってもらったというところでありますので、や



っぱりここはですね非常に人口減少厳しくなっていく中で日本は何で飯食っていくのかと考えた

ときに、やっぱりそういったところにしっかり目を向けて、長期的にチャレンジできるような、思

い切った支援っていうのを、国がやっぱり示して、予算も確保していかなければいけないという

ふうに思います。 

また規制緩和等もそうですけれども、やっぱりですねこのカーボンニュートラル、非常に大き

なテーマでありますけれども、そういった企業が安心して、そこにチャレンジしていける、この環

境が、欠かせないものでありますし、本当に企業の方の話から強く感じますので、そうした面でも

ですねやっぱりこの、皆さんともよく連携をさせてもらいながらですね、国の方からも思い切っ

た措置、財政支援、或いは法規制の見直し、そうしたことを強く訴えていければと思います。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます。山口県さんの最先端の取り組みご紹介もいただきましてありがとうご

ざいます。 

愛媛県さんいかがですか。関連して。 

 

○菅愛媛県副知事 

波方の方でアンモニアをさせていただいてます。そういった形で、価格差等、今おっしゃった通

りの問題点もありますので、こういった点でも連携して取り組んで、ゼロカーボンの達成を国全

体でやっていくためには地方の力が大事だと思いますので、ぜひ協力してやらせていただきたい

と思います。どうぞよろしくお願いします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

経済界の皆さんも電力はいろいろ、そういった意味では、ＧＸ、大変なご努力もいただいて最先

端の技術、挑戦いただいてると思いますが何かございましたら。 

 

○長井四国経済連合会会長 

アンモニア混焼ですと、まず上流側でいかに安くアンモニアを生産し、いかに効率的に運搬し、

いかに受入れ、そして発電所でどのように燃焼させるのか、といった課題があり、それぞれの工程

が経済的に成り立ちにくい状況にあります。 

さらに、村岡山口県知事や菅愛媛県副知事からお話がありましたように、既存の化石燃料との

値差を補填するとしても、アンモニアの価格が将来的に安価になることが前提の制度設計ではボ

リューム的な懸念もございます。従って、実際にこれだけのボリュームがいるとか、或いは、もし

それができないとしたら価格にこれだけ反映されるとかいうようなことについても、しっかりと

根についた議論を国の方でもやっていただきたいと、我々の方も考えております。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。ＥＵのフォン・デア・ライエンさんのまさに発表なんか見てて

も、日本はちょっと桁が１つぐらい違う（少ない）というふうに思っております。 



あと最後にもう１つ、私どもも水力発電を企業局でやっておりますが、ＲＥ100の基準、最先端

の企業はリニューアブルエナジー100％ということで、高くても使うように今なってますが、これ

には 15年ルールというのがありまして、皆さんのところはいかがかわかりませんが、鳥取県さん

もそうかもしれませんがいくつかの県では、いわゆる 15 年以上経っているとＲＥ100 に該当しな

いみたいな、こういう話になって高く買っていただけない。 

長井会長には、今四国電力さんにうちの県の電気を高く買っていただいて、ありがとうござい

ます。そんなことも含めて、全国的にも共通したところもあろうかと思いますが、連携して参りた

いと思っております。 

それではこのテーマにつきましても、原案通り、いかがでございますか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。それでは続きまして、４番目のテーマでございますが、持続可能

な医療提供体制の確保と健康寿命の延伸、そしてこども・子育て支援の充実強化、さらには、物価

高を上回る持続的な賃上げの実現につきまして、ご意見をいただきたいと思います。 

それでは、島根県さん、丸山知事、いかがですか。 

 

○丸山島根県知事 

先ほど失礼しました。本日大変立派なこのサミットを開催していただきまして、後藤田知事初

め、徳島県の皆様方に心から感謝申し上げます。私、昨年の開催県でございますけども、昨年徳島

に開催が決まってから、必ず行くと、秘書課に宣言をして、政治日程ちょっと追加されましたけど

も、参りました。 

私のこどもの関係でいきますと、26 年前に徳島市役所で２年間仕事させていただいて、２年目

にこどもが徳島で生まれまして、それが 26年たってやっと社会人になっておりますけども、今の

子育て環境は大変厳しい。やはり厳しいと親が感じるからこどもを作らない、ということだと私

は思いまして、やはりその環境を直していかなきゃいけないということだと思います。私のこど

もが生まれたとき、平成 10 年が確か国民負担率が 36％ぐらいなんですけど今は 47％ぐらいです

から、国民負担率が 10ポイント上がって、同じような子育てができるわけがないという状況です。

それに見合っていろんなものが無償化されたりはしておりますけども、やはり我々の若い頃と同

じことがしにくくなってるっていう前提で取り組まなきゃいけないんだなというふうに思ってる

ところでございます。 

その中で、私はちょっと癖がありますけども、こども・子育ての支援の中では基礎学力の問題を

取り上げていただいておりまして、学習指導要領の中身が、過大過重になってるのでそれを簡素

化すべきだというふうに思っておりまして、これを取り入れていただいてまして御礼申し上げま

す。昨年の秋の知事会でも申し上げましたが、令和５年実施の全国学力学習状況調査の小学校６

年生算数の、１の（３）の問題というのは、「椅子４脚の重さが７キロです。この椅子 48脚の重さ



は何キロですか。」という問題、これ解いていただければ解ける問題なんですが、この正答率は全

国平均 55.5％です。今年も適当な問題を見つけてきてくれって教育委員会に頼みましたらちょう

どいいのを見つけてきまして、今年の同じ小学校６年生の算数の１（１）一番最初のものです。こ

れ、「Ａさんは折り紙を 72 枚持ってます。Ａさんの持っている折り紙はＢさんが持っている折り

紙よりも 28 枚少ないです。Ｂさんが持ってる折り紙の枚数は幾つですか。」これ単純な話、足し

算引き算の問題ですけど、これ正答率 62％。私は、文部科学省の初等中等教育の実績評価をする

と、Ｅランクだと思うんですね。こんな教育になってるってことは。みんなクビにしなきゃいけな

いぐらいの惨憺たる状況でありまして、小学校に入れても、小学校６年生でこういうぐらいの基

礎学力しか、読み書きそろばんがそこまでしか身につけられないという教育環境で、安心してこ

どもを産み育ててくださいなんてもう言えない数字だと私は思います。 

これなぜ起きてるのかっていうのは、私が言ってる学習指導要領の内容の過重さ過密さだけじ

ゃないと思いますけども、少なくとも、この内容というのはもう失格。行政として失格ですし、政

治としても失格なので、ともかく直さないと、誰１人取り残さないとかっていう言葉を使う人い

ますけど、もう５割とか４割の人たちこどもたちが取り残されてる。これ、小学校２年生、３年生

でこの数字じゃないんです。小学校６年生なんです。なので小学校２年生、３年生でつまずいたま

まずっと算数を受けていて、そのわからない授業を受けてるというのは明らかなので、もうこん

な状況を早く直さないと、とてもじゃないけど親からしてもこどもからしてもダメなんです。学

習指導要領が目指す、生きる力とか高尚な話っていうのは、それはそれで立派ですけど、そんな立

派なこと言ったところで読み書きすらできてないんじゃ、もう税金投入する意味はないというレ

ベルの数字だということで、口を酸っぱく、出させていただいていまして、そういうこと直してい

きたい、いかなきゃいけないと思っております。 

そしてあわせて、この賃上げをですね、きちんと実施していかないといけない。ざっと申しまし

て経団連の調査で大企業、500人以上の大企業の賃上げ率は５％超、日本商工会議所の中小企業の

数字は３％超、厚生労働省の調査で常用雇用 30 人未満の数字が 2.3％。企業規模で賃上げ率は違

います。この格差を直していかないと、日本全体の雇用の７割は、その大企業傘下の人たちはあり

ませんので、７割の人たちが実質賃金が下がってる、物価上昇に負ける賃上げしかできないとい

う状況で、こどもが増えるはずがないと、これ繋がってるというふうに思っておりますので、もう

私は大企業と、大きな製造業を中心とする多くのサプライチェーンの中にある、その企業の間の

取引関係、特に大企業と中小企業、もう１つ言うと、超大企業と普通の大企業、大企業の中でもメ

ガのところと、一部上場企業でも大きな大企業の言うこと聞かないといけないっていうサプライ

チェーンのもとにある中小企業は、とてもその価格転嫁ができてるわけがないという状況を直さ

なきゃいけないと思ってます。 

中小企業の生産性が低いから賃上げができないような会社は潰れればいいんだみたいなことを

平気で言う人いますけど、どんなに工夫して原価を下げても、原価を下げた分を全部取引先が持

っていって、価格を下げさせられたら、生産性向上は全部、取りはその取引先に行っちゃいます。

そんな取引慣行のもとで中小企業が生産性を上げられるわけがない。その積み重ねが今のところ

ですので、見かけの数字で生産性が低いとかっていう、くだらない議論をするというのは、政治と

してはもってのほかだというふうに思っておりますので、そういう大企業と、すみません、あの両



会長がおられる中で大変恐縮でございますが、大企業と中小企業の間の取引関係の是正というこ

と、必要な部分がたくさんあると思いますので、中小企業も含めて物価上昇に負けない賃金上昇

ができるという環境を作っていかなきゃいけないというふうに思っております。長くなりました、

以上でございます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。少子化対策、こども・子育て。丸山知事が昨年ですかね、総理官

邸での全国知事会でおっしゃったこと、私も大賛同いたしております。基礎学力の話もそうです

し、学習指導要領がもうどんどん増えて、これも選別してやるべきだっていうような話とか、もち

ろん、教育委員会については教育委員会が専権的な権限がございます。我々としては、予算、そし

て教育長人事権しかございませんが、ぜひ、そういったものは連携して、これからもやっていかな

ければ、最終的な人材確保にもならないと、このように思います。 

また物価高と賃上げの話も、まさにそうであって、私どもちょっと県が相当、最賃を増やして話

題にはなりましたが、これ、実は最低賃金っていうのは皆さん釈迦に説法ですが、障がい者の方

の、Ａ型の賃金にもすべて関係していく。また外国人労働にも関係していく。そしてお互いに、若

者が地方の大学、専門学校に来ていると思いますが、彼ら、ほとんどがアルバイトしてますが、彼

らの賃金にも効いてくる。また高齢者のシルバーの賃金にも響いてくると。 

あと３年後（育成就労制度が施行）には皆さんご承知の通り、外国人労働者が県を移動できるよ

うになります。こうなると、例えば皆さんの県に来た外国人労働者も、いわゆる他の県に移動しち

ゃうっていうことが容易にできることになるので、これはぜひ中小企業さんももちろん、そこの

点は人材確保という点でご理解いただきたいし、どう考えても３割の人口が減るということは、

やはり人材がなければ会社は成り立たない時代に、もう間違いなくなると、こういったことで、韓

国よりも最低賃金が低い、ドイツは 1,900 円、カナダは 2,000 円を超える、ハワイは普通にアル

バイトは 30 ドルだそうですよ、4,000 円を超えているっていう。こういったところから、世界の

人材獲得競争にも負けないように、教育と、人材確保をしっかりやっていきたいと、このように思

います。 

それで鳥取県さんから、ぜひ医療確保、この前も福岡厚生労働大臣のところに、13 県の知事と

一緒に、代表して平井さんと私と、玉城デニーさんでお願いに行きました。その内容も含めて、コ

メントをお願いします。 

 

○亀井鳥取県副知事 

はい。ありがとうございます。共同アピール文には全面的に賛成ですけれども、医療の関係で一

言お話をさせていただきたいと思います。今、後藤田知事様からもお話がありましたけれども、先

週、平井知事、後藤田知事様、沖縄の玉城デニー知事様、それから関係する高知県の職員の皆様

と、医師の遍在対策で国の方に要望活動を行いました。今、国の方では、鳥取も含めてですけれど

も、単純に医師数を人口で割って、医師が多い、医師が多数の県だということでレッテルを貼られ

てるわけです。 

それで医学部の養成枠の見直しの中で、例えば鳥取のような医師多数県というレッテルを貼っ



たところから、それを取り上げて、別のところに配分しようと、そういったことが行われているの

で、それはおかしいだろうということで、要望活動を行っていただいたわけでありますけれども、

例えば鳥取県、単純に人口割だけで本当に医師が多数かというと、特に郡部や町村部は、それこそ

もう医師がいない、そういったところが出てくるわけであります。それから医師の高齢化が進ん

できておりますので、やはり大学からしっかりと若手の医師を輩出していく。そういった仕組み

というのは、その地域の実情をしっかりと見て、単純に人口割だとか、そういった機械的な作業で

はなくて、地域の実情をしっかりと見て地域の実情に応じた対策を取らないと、単純に数字だけ

で割り切れるものではないということで、しっかり見てくれということで要望活動を行ってきて

おります。本日の共同アピールにもその旨を盛り込んでいただいておりますので、こういったこ

とをしっかりと国に届けていただきたいと思います。 

もう１つは医療の関係もＤＸが進んで参ります。ＤＸは進めること自体は効率的になるという

ことで進めればいいと思いますけれども、先ほど言いましたように、やはり地域によっては、医師

も住民も高齢化している。その中でとにかく急ぐんだということで、ＤＸを拙速に行いますと、医

師も住民の方も、それに追いついていけない、というようなことも生じますので、やはりこちらの

方についても、地域の実情をしっかりと把握をしていただいて、それに基づいた展開をぜひお願

いしたいと思います。以上です。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます。中小企業そしてまた医療についても、診療所はじめ、クリニック、そう

いったところの生産性向上といったことも大事だということ。あとやはり賃上げについて。参考

としてですが、私どもも、この議会で約 11億円の補正予算を中小企業のいわゆる激変緩和という

ことで、支援策を予算化させていただきました。やはりこれは、おそらく国も選挙終わった後は、

地方創生の交付金、倍増していくんだろうと思いますし、補正予算では臨交金がしっかりと担保

されるんであろうと期待をしておりますが、そういったものを原資にさせていただきたいなと思

いますし、中小企業庁、また労働保険の特別会計、こういったものでやってますが、これが非常に

わかりにくかったりするんですね。この 10月から拡大されましたけれども、パートアルバイトの

方が社会保険に入った場合に、キャリアアップ助成金というものが支給されます。１人当たり最

大 50万円ですね。これについても非常に社労士さんですらわかりにくいということでございます。

それについても国の方に、わかりやすくしていただくためには、（地域の実情に応じて事業を実施

できるよう）地方に財源くださいと、こんなお話もさせていただいているところでございますの

で、ご参考にしていただきたいと思います。 

それではこの４番目のテーマ３つにつきましてもご了解いただけますでしょうか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございました。 



それでは最後のテーマでございます。これも５番目で３つございます。東京一極集中是正と地

方における人口減少対策、その次には国民の政治参加の促進と公明かつ適正な選挙の実現につい

て。そして３番目、参議院議員選挙における合区の解消。これは徳島、高知、鳥取、島根が、まさ

にど真ん中におるわけでございますので、それぞれお願いをしたいと思います。それでは山口県

村岡知事からいいですか。 

 

○村岡山口県知事 

はい。そうですね、皆さん同じ問題意識だと思うんですが、東京一極集中が、やはりコロナが明

けてから再加速しているという状況がありまして、非常に人手不足も深刻になってきております。

そういう切実な感じをそれぞれお持ちだと思いますけども、東京に行くとそういう感じがあまり

しなくて、人口減少、どこの問題だろうっていうぐらいの感じになってる。その受けとめがです

ね、そのギャップを非常に強く感じます。 

これ非常に危機的だと思っていまして、やっぱりその国の方で、各省庁、それから国会議員の

方々も、東京で政策立案するのに、人口減少、いかに切実であるのかということ、それがいかにこ

れから、もちろん東京にもその影響が出てくるわけですけれども、そのあたりの危機感が非常に

薄いことをですね、感じます。ほとんど東京以外では、一番の問題になってるのに、東京だけでは

あまりこう重要と思われてない。そこで政策立案されているのは非常に危機と思います。 

またこれから選挙もあります、今日から行われますけれども、ぜひまた地方創生 2.0 というこ

とで、新しい柱が立ちますのでですね、ぜひそうした危機感も、皆さんとともにしっかりと訴え

て、改めていかなければいけないなということを、黙ってても分かってもらえないことを、改めて

感じているところであります。ぜひですね、そうした方向で、国の政策が、より優先度がぐっと上

がるようにですね、看板だけじゃなく実際のその組織だったり予算だったりとかそういった面で、

しっかりと充実されるようにですね、働きかけをぜひ皆さんとともにしていければなと思ってお

りますので、よろしくお願いします。以上です。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます。それでは高知県、濵田知事お願いします。 

 

○濵田高知県知事 

ありがとうございます。東京一極集中是正に関しまして、村岡知事からお話があった通りの状

況だと思いますが、私自身はぜひ、この一極集中是正は大都市部と地方部の共存共栄という視点、

そして今の政権が、コストカット型経済から高付加価値型経済へ転換しようとしている文脈の中

で積極的な意義を持つということをぜひ訴えていくべきではないかと思っています。東京はコロ

ナ後、人口集中が加速しておりますけれども、やはり東京の方々の生活を見ていると、狭い住宅、

長距離の通勤、長時間の通勤、そして長時間労働といったまさしくコストカット型経済の申し子

のような生活を強いられている方が多いのではないかと思います。 

それは、むしろ地方部のように自然豊かでゆとりがあり、趣味も楽しみながら生活をしていく

ことを希望される方はそういうことが可能になるような体制に、国全体の国土政策として展開し



ていくことが、クリエイティブな新しい価値の創造ができる社会に転換していく、大きな方向に

なると私自身思っております。そうした意味でこの都市と地方の共存共栄が、政権の目指す経済

のパラダイム転換と適合していくという訴えを、ぜひしていきたいと思っております。 

それと併せまして、合区の問題につきましては、後藤田知事からお話ございましたように、中四

国の九県の中のうち、四県がまさしく当事者、「全国唯四」ということでございまして、これはや

や自虐的な言い方をしますと、一県で一人の代表出せない通常選挙のたびにまるで一人前の県と

して扱ってもらってないような、非常に嘆きを県民の皆さん、感じておられると思います。そんな

ことが低投票率に現れているところでありまして、何とか、早く解消したい、固定化を回避したい

ということでございます。 

本来、憲法改正をしていくのが筋だと思いますけれども、来年夏にも通常選挙がございますの

で、それを考えますと、まずは法改正ということで、ぜひ総選挙明けの臨時国会ででも各党で合意

をしていただきたい。合区は解消すべきという方向性は、各党各会が概ね一致しておりまして、具

体論で折り合ってないということですが、ぜひ早期にこの解消を図っていただきたいことを、改

めて、一応中四国９県でも訴えていければと思っておりますよろしくお願いいたします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

続きまして島根県、丸山知事。 

 

○丸山島根県知事 

東京一極集中については今の濵田知事からもお話があったように、やっぱり東京にいる、超過

密都市東京で生活をしている人たちにとっても、プラスの政策なんだってことを、我々意識的に

訴えていかなきゃいけないんだというふうに思ってます。村岡知事のお話にもちょっとありまし

たけど、東京で成功してる人は、今のままで全然いいんですよ。一部上場企業、東京グロースの取

締役報酬をもらえてるような人たちは、別に新築分譲マンションの平均価格が東京 23 区１億

1,000万を超えたって、自分のこどもに買ってあげられるだろうと思うんでしょうけど、そんな人

はもうそうわずかにしかいないわけで、普通の人からするともうマンションなんか買えるような

ところじゃ 23区がないってことです。我々の地域から、若い人たちが出ていって、23区にマンシ

ョンを買えると思っちゃいけないよって言わなきゃいけないような状況です。これ東京で生まれ

た人にとっても同じなんですね。 

ですから、私最近思うんですけど、東京一極集中の既得権を持ってる人たちってのは偉い人ほ

どおられますけど、そうでない人たちもたくさん東京におられます。日本国民の中で、そういう既

得権益の人たちは嫌がるでしょうけど、東京に住んでる人たちのおそらく９割方、おそらく首都

圏も含めてだと思いますけど、超過密が緩和されることで、マイナスになることはないです。もし

おられるとすると、自分とこの不動産価格が上がり続けるんじゃなくて、横ばいになっちゃうか

な、とかっていう意味で、そういう方もおられるかもしれませんけど、普通に働いてる大きな財産

持ってないという方からすると、超過密が解消されてマイナスなことはないわけです。なので、東

京に住んでるほとんどの人にとってもプラス。過密、過疎っていうその行き過ぎたところを、端っ

こを下げて、過疎のこのマイナスを上げるんですから、みんなにとってＷｉｎ－Ｗｉｎなので、田



舎のためにやってくれとかっていう話じゃなくって、名目賃金は高いかもしれないけども、通勤

が長い、帰るその住宅は狭い、小学校の中学年ぐらいから受験勉強にさらされる、そういう生活じ

ゃない生活を作ることができる可能性のある政策として、東京に住んでる人たちもやって欲しい

というふうに言ってもらえるような、ＰＲの仕方を我々していかないといけないんだと思ってま

して、東京一極集中の既得権者を叩き潰していく活動として、やんなきゃいけないんだと私は思

っております。 

同じく、合区の解消についても、隣県ですからまだ自民党の中の工夫として、特定枠を使って工

夫をされてますけども、その合区対象になる県が、大きな県としかくっつけない、隣接県でないと

か同じ人口規模じゃないようなケースも今後考えられるわけです。そうすると、そういうことす

らできなくなる、よりその内容が悪化していく。これ以上広げるっていうことは、もっと悪化しま

すし、今でも耐えられない状況だということで、早急な是正を求めていくべきということについ

て、濵田知事と同じにしてございます。ともに取り組んでいきたいと思っております。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。それでは、広島県、湯﨑知事さんからも、よろしくお願いしま

す。 

 

○湯﨑広島県知事 

はい。ありがとうございます。人口減少の問題は、それなりに国も地方も真面目に取り組んでき

たと思うんですけれども、なかなか成果が上がってないと。コロナ後、他の国はリバウンドして出

生率が上がってるのに、日本だけは下がり続けている。これはやはり出生率の低下を構造的な問

題として切り込んでいってないということなんじゃないかというふうに思いますけれども、出生

率を上げるためには、大きく言って３つほど取り組み必要だと思います。１つはやはり、人口ウェ

イトが非常に大きくて、出生率が極端に低い首都圏の出生率を、やはり上げていかなきゃいけな

い。一方で、出生率が高い地域、首都圏以外の方が比較的高いわけですから、今の一極集中を解消

して、人口分散を図って、出生率の高い位置に人を移動させることも重要です。 

それから首都圏以外の地域、我々も含めて、この出生率をもっと上げていく努力が必要だと思

います。一極集中については、人口減少と関係ないとかおっしゃっていますけれど、何をおっしゃ

るんですかということで。そもそも、例えば、こどもを産む段になると、東京から移転しているの

で、なかなか（出生率が）上がらないと東京都が反論されているんですけどね。でも、首都圏でも

せいぜい移動しても首都圏じゃないですか、一都三県。でも一都三県の合計の特殊出生率も低い

わけですよ、全国と比べると。そもそもこども産む人が、みんな東京の外に出るんですか。いやそ

んなことないわけで、結局それの積み重ねがもう今 0.9 になってるということを、やっぱり直視

する必要があると思います。 

このままだと本当に東京の問題でもないし、地方の問題でもない、これ日本全体の問題になる

ので、やっぱりこれに正面から取り組んでいく必要があると思いますし、先ほど丸山知事がおっ

しゃったように、東京の過密を解消するというのはみんなハッピーなるわけですよね。ＱｏＬの

問題から言っても、防災・減災という観点からいっても、みんなにとって得になるというか、プラ



スになる話だと思うので、これはやはり真剣に国として取り組んでもらうように、石破総理も理

解がありそうなので、ぜひ強力に推し進めていただきたいなと思っております。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。先ほど、神山まるごと高専に行ったときに、地方から来ていただ

いた方がおっしゃってましたね。まるごと高専が東京にあったら選んでなかった、っていうふう

なことをおっしゃってた方がいて、ああ、なるほどと。あと、東京出身の方の比率が一番高いんで

すけど、東京の方が、若者が来たら、ちょっと田舎でなんかちょっと、なんか遊ぶものがないなと

かっていう意見があると。それぞれそういう意見、それぞれ正しいんだと思います。そこに課題が

あって、それをどう埋めていくかっていう観点で、何かヒント、改めていただいたような気がしま

す。 

合区については、本当に我々徳島、高知、島根、鳥取の、もう次が控えてますから。もうあと四

県ぐらい控えてますので。次は我が身ということです。ドイツのように、じゃあ参議院議員、知事

にしますか、みたいな考え方とかも、もう出てきてしまう。石破さんは対象の県から（の選出）で

あるし、地方創生をここまでおっしゃっていただいてるんであれば、各県の、それぞれのアイデン

ティティを持った代表を出せないということは、必ず解消していただけるものと、こう考えてお

りますので、よろしくお願いしたいと思います。 

それでは５番目の３つのテーマについても、ご了解をいただきますでしょうか。 

 

○ 一同 

異議なし。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございました。 

それでは、以上、予定をしておりました意見交換項目につきましては終了させていただきまし

た。その他何かございましたらいただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。亀井鳥取県副知

事さん。 

 

○亀井鳥取県副知事 

１つ、資料配らせていただいておりますので、その点だけ少し触れさせていただきたいと思い

ます。 

鳥取県から「健全な民主主義のための公明かつ適正な選挙の確保等に関する条例」ということ

で１枚お配りしております。これ先週、議会で成立したものでありますけれども、きっかけは東京

都知事選でありますとか、その前の関東エリアであった補欠選挙の選挙妨害みたいな行動である

とか、ポスターの掲示場のジャックであるだとか、そういったことを受けて平井知事が懸念を示

され、報道ではグレーゾーンということだったんですけれども、平井知事としては全くの黒だと。

公選法でしっかりと取り締まらなきゃいけないと。 

ただ公選法には、はっきり書いてないので、公選法の考え方や運用というのを、しっかりと条例



の中に書き込んで、鳥取県ではこういった形でやっていくんだということで、新たな規制ではな

くて、公選法の枠の中でできることというのを、しっかりと条例の中に書き込もうと、そういった

もので先週成立をいたしました。 

今回の総選挙、本日、公示になった総選挙、こちらの方にも適用して、鳥取県の中では公明正大

にしっかりと選挙が行われるように、県と市町村の選管が、しっかりと連携して、警察ともしっか

りと連携をとって、ちゃんとした選挙をやろう、という形で動いておりますので、ぜひ参考にして

いただけたらと思います。よろしくお願いします。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。あと鳥取県さん、住民投票のいろいろな条例もあり、相当県民参

加進んでますけど、その後どうですか。どのように機能していますか。 

 

○亀井鳥取県副知事 

具体的に住民投票をやっていこうという動きまでは起きておりません。ただ知事の姿勢でもあ

るんですけれども、やはりそういった住民参加というのが民主主義の基本だということで、そう

いった意識というのは、県民にかなり根づいてきてるのかなと思います。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。どうもありがとうございます。それでは他になければ、本日予定しておりました 11のア

ピール文につきまして、いずれも原案通り採択ということにさせていただきたいと思います。 

このアピール文につきましては今後国に対して申し入れを行って参りたいと、このように思っ

ておりますので、各県におかれましては、担当省庁への申し入れにつきまして、引き続きご協力を

いただきますようお願い申し上げさせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

続きまして報告事項がございますので、事務局から報告させていただきます。 

 

○司会（上田企画総務部長） 

はい。お手元の資料の２－１から２－３をご覧ください。 

１点目でございます。「共同イベント 中四国文化の集い」につきましては、平成４年度から、

中四国９県が持ち回りで文化交流を実施しており、令和６年度は 11月４日、島根県で開催されて

いることになってございます。 

２点目でございます。第 36 回全国健康福祉祭とっとり大会でございます。今週末、10 月 19 日

から 22日まで、鳥取県を舞台に「咲かせよう 砂丘に長寿と笑みの花」をテーマに開催されます。 

３点目でございます。国際芸術祭「森の芸術祭 晴れの国・岡山」の開催についてでございます。

岡山県北部の 12市町村を舞台に、会期は 11月 24日、日曜日まで開催されてございます。 

詳細につきましては資料をご覧いただければと存じます。 

最後に徳島県からでございますが、12 月１日、日曜日に徳島駅周辺一帯で「徳島おどりフェス

タ～新時代へ躍り出そう～」を開催いたします。徳島が誇る「阿波おどり」のほか、東京ディズニ

ーリゾートによるスペシャルパレードも特別に参加。またイベント会場周辺では徳島の食や物産



を堪能できるイベントが多数開催される予定でございます。以上でございます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

はい。ありがとうございます。予定した項目は以上でございますが、最後に、次回の開催につい

てお諮りをいたしたいと思います。 

これまでの順番で参りますと、次は山口県さんとなるわけでございますが、村岡知事さん、いか

がでございますか。 

 

○村岡山口県知事 

喜んでお受けさせていただきます。 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます。皆さんよろしいでしょうか。 

 

○ 一同 

（拍手） 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

それでは次回の開催県、山口県とさせていただきたいと思います。私も楽しみにしております。

それでは、村岡知事から一言お願い申し上げます。 

 

○村岡山口県知事 

はい。改めまして今日後藤田知事はじめ、徳島県の皆様素晴らしい設営ありがとうございまし

た。大変有意義な会であったというふうに思います。 

来年山口県ということで、受けさせていただきました。徳島県さんのように、立派なものになる

かどうかわかりませんけれども、しっかりと準備して参りたいと思います。皆様のご来県、心から

お待ちをしております。よろしくお願います。 

 

○ 一同 

（拍手） 

 

○議長（後藤田徳島県知事） 

ありがとうございます、楽しみにしております。それでは皆さん、本当に今日は大変拙い進行で

ございましたが、コンパクトにご発言をいただき、ご協力いただきましてありがとうございます。 

皆さん大変忙しい時間、各県の知事さん、そして副知事さん、そして関係の皆様方、本当に遠い

ところお越しいただきまして、本当にありがとうございました。また引き続き、よろしくお願いを

いたしたいと思います。今日は、本当にありがとうございました。 

 



○司会（上田企画総務部長） 

はい。皆様長時間ありがとうございました。この後予定では 16時半から共同記者会見を、隣の

部屋の方で行うこととなっておりましたけれども、メディアの方と随行者の方は、今から速やか

にご移動いただければと思います。ご出席の皆様は少しお待ちいただきまして、設営等が終わり

ましたら、ご案内をさせていただければと思います。よろしくお願い申し上げます。 

 

（以上） 


